
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  合併にかかる法人税の取扱い 

Ｑ：私は２つの経営している会社を、業務

管理の観点から合併しようと思います。会社

には税金がかかりますか？  

 

Ａ：税制適格かどうかにより違いますが、

適格であれば、課税関係は生じないこととさ

れています。 

【解説】 

合併は、法人税法では、会社の資産を譲渡

したとして取り扱われるため、原則として、

被合併法人(消滅会社)において、譲渡損益が

認識され課税関係が生じることとなっていま

す。 

ただし、次の要件を満たす場合には、実質

的に資産の支配関係に異動が生じないことか

ら、譲渡損益に対する課税は繰延べられ、合

併法人においては、帳簿価額で受入れること

とされています。これを税制適格合併といい

ます。 

①  100%グループ内の適格合併 

被合併法人の株主に合併法人株式・合併親

法人株式以外の資産が交付されないこと 

②  50%超100%未満グループ内の適格合併 

・ 被合併法人の株主に合併法人株式・合

併親法人株式以外の資産が交付されな

いこと 

・ 被合併法人の合併直前の従業員のうち、

その総数のおおむね80%以上に相当す

る者が、合併後の法人の業務に従事す

ることが見込まれていること 

・ 被合併法人の主要な事業が、引き続き

営まれる見込であること 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００８年）平成２０年  木曜日   ０１ 月   日 

 
２

発行所 株式会社 
大阪市中央区備後町２－４－６ 
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

 

3 6 1 2  

 

号 


